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中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業実施要綱 

 

（通則） 

第１条 中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業の実施については、秋田県財務規

則（昭和３９年秋田県規則第４号。以下「財務規則」という。）の規定によ

るほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この事業は、県内中小企業が実施する事業継続計画等に基づく取組を

支援することにより、災害時における中小企業の事業活動の継続と県内経済

への影響の低減を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、「大企業」とは、中小企業等経営強化法（平成１

１年法律第１８号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する「中小企

業者」、中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社

及び投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任

組合以外の者をいう。 

２ この要綱において、「中小企業者」とは、法第２条第１項に規定する者を

いう。ただし、次のいずれかに該当するものを除く。 

（１）発行済み株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業

が所有するもの。 

（２）発行済み株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を複数の大企業

で所有するもの。 

（３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占め

ているもの。 

３ この要綱において、「ＢＣＰ等」とは、別表１に掲げるものをいう。 

４ この要綱において、「事業所等」とは、本店、支店、営業所、事務所その

他名称の如何を問わず、事業を行うために必要な施設をいう。 

 

（補助対象者） 

第４条 本事業による補助の対象となる者は、次に掲げる全ての事項に該当し

なければならない。 

（１）秋田県内に事業所等を有する中小企業者であること。 

（２）自社のＢＣＰ等に基づき、その実効性を確保するための具体的な取組を

実施するための計画を策定していること。 

（３）秋田県内に所在する事業所等において事業計画に取り組むこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助の対
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象としない。 

（１）主たる事業が別表２に掲げる業種に分類されるもの。 

（２）国税又は地方税の滞納があるもの。ただし、課税庁が認めた納入計画を

立てている場合を除く。 

（３）秋田県又は公的金融機関（以下「債権者」という。）からの融資（間接

融資を含む）等を受けている場合、その債務の履行を怠り又は滞っている

もの。ただし、債権者が認めた返済計画を立てている場合を除く。 

（４）秋田県暴力団排除条例第２条第１号及び第２号に規定する暴力団または

暴力団員と密接な関係であるもの。また、反社会的勢力と関係を有してい

るもの。 

（５）過去に本事業による補助金の支払いを受けているもの。 

（６）国又は県その他公的支援機関等が行う他の補助事業等で同一の取組内容

について助成を受けているもの 

（７）その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足

りる相当の理由があるもの。 

 

（補助対象事業等） 

第５条 補助対象事業、補助対象経費、補助率及び限度額は、別表３に定める

ところによる。 

 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、別に定める日までに、別表４に

掲げる申請書等を知事に提出するものとする。 

 

（補助金の交付条件等） 

第７条 知事は、補助金の交付を決定するに当たっては、財務規則第２４９条

の規定により、次に掲げる事項について条件を付すものとする。 

（１）補助金を目的以外に使用しないこと。 

（２）次に掲げる場合は予め知事の承認を受けること。 

ア 補助金等所要額が交付決定額を超える場合 

イ 補助事業を中止し、又は廃止する場合 

（３）前号に該当する場合を除き、補助事業等の取組内容を変更する場合は、

予め地域産業振興課長又は商業貿易課長の承認を受けること。 

（４）補助事業等が予定の期間内に完了しないとき、又は事業の遂行が困難に

なったときは、すみやかに知事に報告し、その指示を受けること。 

（５）法令その他の関係規定を遵守するとともに、知事の指示及び命令事項を

確実に履行すること。 

２ 前項第２号及び第３号の規定による承認の申請は、別表５に掲げる申請書

等によるものとする。 
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（補助金の交付決定等） 

第８条 知事は、前条の申請内容が適切であると認めるときは、財務規則第２

４８条の規定に基づき、予算の範囲内で、速やかに補助金の交付を決定する

ものとする。 

２ 財務規則第２５０条の規定による補助金の交付決定の通知は、補助金交付

決定通知書（様式第６号）によるものとし、財務規則第２５２条の規定によ

る変更交付決定の通知は、補助金交付決定変更（取消）書（様式第７号）に

よるものとする。 

３ 知事は、前条第１項第２号イに基づく申請を受けた場合において、書類の

審査等によりその申請に係る補助事業等の状況を確認し、不適当である場合

を除き、補助事業中止（廃止）承認書（様式第８号）を交付するものとする。 

４ 地域産業振興課長又は商業貿易課長は、前条第１項第３号に基づく申請を

受けた場合において、書類の審査等によりその申請に係る補助事業等の状況

を確認し、不適当である場合を除き、補助事業変更承認書（様式第９号）を

交付するものとする。 

 

（事業着手） 

第９条 補助事業の着手は、補助金の交付決定に基づき行うものとする。 

 

（補助金の額の確定） 

第１０条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は第８条第２項の規定に

よる補助事業の中止若しくは廃止の承認を受けたときは、その日から起算し

て１５日を経過した日又は３月３１日のいずれか早い日までに、別表６に掲

げる実績報告書等を知事に提出するものとする。 

２ 知事は、前項に基づく実績報告があった場合は、財務規則第２５６条の規

定により、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交付決定変更（取消）書

（様式第７号）により当該補助事業者にその旨を通知するものとする。ただ

し、確定した補助金の額が、第８条で通知した交付決定額と同額であるとき

は、当該通知は省略することができる。 

３ 知事は、前項により額を確定した後に補助事業者から補助金の請求があっ

たときは、補助事業者に対し補助金を支払わなければならない。 

 

（関係書類の保管等） 

第１１条 補助事業者は、補助事業の経理に係る帳簿類を別途作成し、他の経

理と明確に区分してその収支を記録しなければならない。また、経費の支払

いに係るすべての証拠書類を整理して保管しなければならない。なお、これ

らの帳簿類及び証拠書類については、補助事業終了後の翌年度から５年間保

存するものとし、県の求めがあった場合は、その内容を開示しなければなら

ない。 
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（財産の管理） 

第１２条 補助事業者は、補助事業（補助事業の一部を第三者に実施させた場

合における対応経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以

下「取得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても、善

良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率

的運用を図らなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第１３条 財務規則第２６１条の規定により、知事の承認を受けなければ処分

することができない財産は、取得財産等のうち、取得原価が５０万円（税抜）

以上の財産とする。ただし、補助事業の完了後、減価償却資産の耐用年数等

に関する省令（昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号）に定める期間（制

限期間が１０年を超える対象については、１０年を限度とする。）を経過し

た財産については、同条の規定は適用しないものとする。 

２ 前項の規定による知事の承認の申請は、取得財産目的外処分承認申請書（様

式第１１号）によるものとする。 

３ 知事は、前項の承認をする場合に、当該財産を取得するために支出した経

費の中で、当該財産に係る補助金の額の占める比率を乗じて得た額を上限と

して、納付（補助金の返還）を補助事業者に対して命ずることができる。納

付額は次のとおりとする。 

（１）補助事業者に財産の処分による収入金があったとき、当該収入金又は当

該財産の残余価格のいずれか高い額に対して当該財産に係る補助金の額の

占める比率を乗じて得た額を上限とする。 

（２）補助事業者に財産処分による収入金がないときは、当該財産の残余価格

に対して当該財産に係る補助金の額の占める比率を乗じて得た額を上限と

する。 

４ 前項の規定は、補助事業者の責めに帰すことができない、やむを得ない事

由による財産処分の場合は、適用しない。 

 

（補助金の返還等） 

第１４条 知事は、財務規則の規定によるほか、補助事業者が次の各号のいず

れかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、既

に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（１）この要綱の規定に違反したとき。 

（２）補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 

（３）交付決定の内容に違反したとき。 

（４）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受け、又は受けようとした

とき。 

（５）災害、倒産その他知事がやむを得ないと認められる場合を除き、交付決

定日以後に事業計画に係る事業を中止又は廃止したとき。 
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（手続きの一部省略） 

第１５条 財務規則第２５３条の規定による補助事業の遂行の状況の報告は、

財務規則第２６３条の規定により省略するものとする。 

 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表１（第３条第３項関係） ＢＣＰ等の定義 

１ 次の条件を満たすもの。 

(ⅰ)ＢＣＰで対象とする重要な業務とその目標復旧時間が設定されていること。 

(ⅱ)非常時に対応するための体制や役割、対応方法等が定められていること。 

(ⅲ)非常時に不可欠となる物資の備蓄やデータのバックアップ等、最低限の事前

対策が計画されていること。 

(ⅳ)社員や非常時に連絡すべき重要な顧客・取引先等の連絡先が整備されている

こと。 

(ⅴ)社内での教育や演習、ＢＣＰの継続的な改善方法が定められていること。 

２ 中小企業強靱化法（平成１１年法律第１８号）に基づく認定を受けた事業継続力

強化計画。 

 

別表２（第４条第２項関係） 補助対象外とする業種 

 補助対象外とする業種（日本標準産業分類による） 

１ 農業、林業（大分類Ａに含まれるもの。ただし、農業サービス業、園芸サービス

業、素材生産業及び 林業サービス業は除く。） 

２ 漁業（大分類Ｂに含まれるもの。） 

３ 金融・保険業（大分類Ｊに含まれるもの。ただし、保険媒介代理業及び保険サー

ビス業は除く。） 

４ 医療・福祉（大分類Ｐ）の医療業のうち、病院（小分類８３１）、一般診療所（小

分類８３２）及び歯科診療所（小分類８３３） 

５ 医療・福祉（大分類Ｐ）の社会保険・社会福祉・介護事業（中分類８５） 

６ 以下のサービス業 

・風俗営業、性風俗特殊営業等、「風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する

法律」（昭和２３年法律第１２２号）により規制の対象となるもの 

・競輪・競馬等の競走場、競技団（小分類８０３に含まれるもの。） 

場外馬券売場等、競輪競馬等予想業（細分類８０９６に含まれるもの。） 

・興信所（専ら個人の身元、身上、素行、思想調査等を行うものに限る。）（細

分類７２９１に含まれるもの。） 

・集金業、取立業（公共料金又はこれに準じるものは除く。） 

・易断所、観相業、相場案内業（細分類７９９９に含まれるもの。） 

・宗教（中分類９４に含まれるもの。） 

・政治・経済・文化団体（中分類９３に含まれるもの。） 

 

別表３（第５条関係） 補助対象事業等 

補助対象事業 補助事業者がＢＣＰ等に基づき実施する、次の①～⑤に掲げる

取組。 

①ハード整備（止水板や自家発電装置の購入 等） 

②ソフト整備（クラウドサービスの導入 等（初期導入経費）） 

③設備移設（浸水想定区域からのエアコン室外機の移設 等） 
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④緊急時の従業員の安全確保に係る備蓄 

（救助工具、ヘルメット、ブルーシート、毛布） 

⑤その他知事が必要と認めるもの 

補助対象経費 補助対象事業の実施に必要かつ適当と認められるもので、補助

対象期間内に事業が完了する次の経費。 

 

補助対象事業 費目 

①②③ ハード・ソフト整備・移設費 

④ 備蓄費 

⑤ その他経費 

 

ただし、備蓄費及びその他経費の総額は、補助対象事業費の総

額の４割未満を上限とする。 

 

※消費税及び地方消費税相当額は補助対象外とする。 

補助対象期間 

 

始期 第８条の規定に基づく交付決定通知があった日。 

終期 事業計画の完了した日又は交付決定通知があった日の属

する会計年度の末日のいずれか早い日。 

補助率 １／２以内（千円未満は切り捨てとする。） 

補助限度額 下限１０万円～上限３０万円 

補助金の交付方法 精算払いによる 

 

別表４（第６条関係） 補助金等交付申請に要する書類 

 名称 様式 

１ 補助金交付申請書 様式第１号 

２ 経費一覧 様式第２号 

３ 経費の積算根拠資料  

４ ＢＣＰ等の写し（抜粋）  

５ 直近期の決算書（個人事業主の場合は確定申告書類）

の写し 

 

６ 事業計画に取り組む事業所等の実施場所の確認資料

（所在地の挙証資料、設置予定場所の図面・写真 

等） 

 

７ 補助金の支払先の確認資料（預金通帳等の写し）  

８ その他知事が必要とする書類  
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別表５（第７条関係） 変更承認申請等に要する書類 

  名称 様式 

第７条第１項第２号アに基づく申請に要する書類 

 １ 交付条件等変更承認申請書 様式第３号 

２ 別表４の書類のうち変更計画に係るもの 別表４に準じて作成 

第７条第１項第２号イに基づく申請に要する書類 

  補助事業中止（廃止）承認申請書 様式第４号 

第７条第１項第３号基づく申請に要する書類 

 １ 補助事業変更承認申請書 様式第５号 

２ 別表４の書類のうち変更計画に係るもの 別表４に準じて作成 

 

別表６（第１０条関係） 補助事業実績報告に要する書類 

 名称 様式 

１ 補助事業実績報告書 様式第１０号 

２ 経費一覧 様式第２号 

３ 補助対象経費の金額及び支払いの事実を確認できる

書類 

 

４ 補助金の使途や実施場所の確認資料（写真等）  

５ その他知事が必要とする書類  

 



様式第１号

　　　　年　　月　　日　

（宛先）秋田県知事

住所

商号又は名称
代表者職氏名

　　　　　年度において、次のとおり補助金を交付されるよう申請します。

１　補助金の名称 中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業費補助金

２　補助金申請額 円

３　補助事業の実施期間 　　　　　　　～

補助金交付申請書



（様式第１号の続き）
４　申請者の概要
（１）申請者

※個人事業主の場合は「法人所在地」の欄は「自宅住所」について記入すること。

（２）資本金（出資金）

（３）常時使用する従業員数（申請日時点）

（４）主たる業種

日本標準産業分類による大分類・中分類を選択↓

大分類

中分類

（５）申請担当者連絡先

商号又は名称

法人番号

法人所在地〒

法人所在地

全体

うち県内事業所

主な事業内容

所属

職氏名

ＴＥＬ

Ｅ-ｍａｉｌ

書類郵送先〒

書類郵送先住所



５　事業計画詳細
（１）事業期間

交付決定の日

※注　終期は購入手続き（支払い・振込み含む）がすべて完了している
時点を指します。最長でも３月３１日まで。

（２）ＢＣＰ等の作成状況

↓①②いずれか該当するものに○

①ＢＣＰ（次の条件に該当するもの）を作成済み

↓※条件　該当するものすべてに○
・ＢＣＰで対象とする重要な業務とその目標復旧時間が設定さ
　れている
・非常時に対応するための体制や役割、対応方法等が定められ
　ている
・非常時に不可欠となる物資の備蓄やデータのバックアップ等
　最低限の事前対策が計画されている
・社員や非常時に連絡すべき重要な顧客・取引先等の連絡先が
　整備されている
・社内での教育や演習、ＢＣＰの継続的な改善方法が定められ
　ている

②事業継続力強化計画を策定済み（認定済み）

認定を受けた時期：

（３）事業目的

※注　該当箇所の資料を添付すること。

（４）取組内容

※注　実施場所の根拠となる資料を添付すること。

始期

※注　条件を満たすことがわかる資料を添付すること。

　ＢＣＰ又は事業継続力強化計画に記載している次の取組について実効性を確
保する。

現状

補助金の使途

効果

終期

ＢＣＰ等の
該当箇所

実施場所



６　誓約事項
　申請に当たっては、以下の事項について相違ないことを誓約します。

↓該当するものに○
（１）中小企業者であることについて

①　大企業に該当しません。

②　「発行済み株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企
　業が所有するもの」に該当しません。
③　「発行済み株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を複数の大企
　業で所有するもの」に該当しません。
④　「大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占
　めているもの」に該当しません。

（２）補助対象外となる業種に該当しないことについて

　次の①～⑤の業種に該当しません。（日本標準産業分類による）

①　農業、林業（大分類Ａに含まれるもの。ただし、農業サービス業、園芸

　サービス業、素材生産業及び 林業サービス業は除く。）

②　漁業（大分類Ｂに含まれるもの。）

③　金融・保険業（大分類Ｊに含まれるもの。ただし、保険媒介代理業及び保

　険サービス業は除く。）

④　医療・福祉（大分類Ｐ）の医療業のうち、病院（小分類８３１）、一般診

　療所（小分類８３２）及び歯科診療所（小分類８３３）

⑤　医療・福祉（大分類Ｐ）の社会保険・社会福祉・介護事業（中分類８５）

⑥　以下のサービス業

　・風俗営業、性風俗特殊営業等、「風俗営業等の規制及び業務の適正化に関

　　する法律」（昭和２３年法律第１２２号）により規制の対象となるもの

　・競輪・競馬等の競走場、競技団（小分類８０３に含まれるもの。）

　　場外馬券売場等、競輪競馬等予想業（細分類８０９６に含まれるもの。）

　・興信所（専ら個人の身元、身上、素行、思想調査等を行うものに限る。）

　　（細分類７２９１に含まれるもの。）

　・集金業、取立業（公共料金又はこれに準じるものは除く。）

　・易断所、観相業、相場案内業（細分類７９９９に含まれるもの。）

　・宗教（中分類９４に含まれるもの。）

　・政治・経済・文化団体（中分類９３に含まれるもの。）

（３）反社会的勢力の排除について
　秋田県暴力団排除条例第２条第１号及び第２号に規定する暴力団又は暴力
団員と密接な関係である者に該当しません。また、反社会的勢力と関係を有
していません。

（４）国税及び地方税について（①～②いずれかに該当すれば○）

①　応募日現在における国税及び地方税の滞納はありません。

②　応募日現在において別記のとおり滞納がありますが、今後、課税
　庁の了承した納入計画に基づいて納付します。
　※②に該当する場合は別記として内容がわかる資料を添付してください。

（５）県及び公的金融機関等からの融資について（①～③いずれかに該当すれば○）

①　申請日現在において県及び公的金融機関からの融資は受けていま
　せん。
②　申請日現在における県及び公的金融機関からの融資を受けていま
　すが、債務の不履行はありません。
③　申請日現在において別記のとおり債務の不履行がありますが、今
　後、債権者の了承した返済計画に基づいて返済します。
　※③に該当する場合は別記として内容がわかる資料を添付してください。

（６）その他
　本事業で補助対象とする経費が、国や県その他公的支援機関等が行う他の
補助事業と重複していません。



様式第２号
　経費一覧（支出の部） （単位：円） （収入の部） （単位：円）

費目
総事業費

（予算（決
算）額）

補助対象
事業費

区分

ハード・ソフト整備・移設費 自己資金

備蓄費 補助金

その他経費 その他

合計 計

（費用明細）※行は必要に応じて追加又は削除してください。

ハード・ソフト整備・移設費 （単位：円） ※申請時

名称・内容
支払（見
込）額
(a=b+c)

税抜額
(b)

消費税額
(c)

補助対象外
の金額
(d)

補助対象額
(e=b-d)

導入（実
施）予定

時期
発注日

納品/実施
日

支払日 備考（確認書類等）

1

2

3

4

5

計

備蓄費 （単位：円） ※申請時

名称・内容
支払（見
込）額
(a=b+c)

税抜額
(b)

消費税額
(c)

補助対象外
の金額
(d)

補助対象額
(e=b-d)

導入（実
施）予定

時期
発注日

納品/実施
日

支払日 備考（確認書類等）

1

2

3

計

その他経費 （単位：円） ※申請時

名称・内容
支払（見
込）額
(a=b+c)

税抜額
(b)

消費税額
(c)

補助対象外
の金額
(d)

補助対象額
(e=b-d)

導入（実
施）予定

時期
発注日

納品/実施
日

支払日 備考（確認書類等）

1

2

3

計

補助金
申請（実績）額

本年度
予算（決算）額

摘要

※実績報告時

※実績報告時

※実績報告時



様式第３号

（宛先）秋田県知事

住所

商号又は名称
代表者職氏名

の交付条件等について、次のとおり変更したいので、承認されるよう申請します。

１　補助金の名称 中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業

２　補助金交付決定額 円

３　補助金変更申請額 円

４　変更の内容及び理由

５　収支予算
（１）収入の部 （単位：円）

増 減
自己資金
補助金
その他

（２）支出の部 （単位：円）

増 減
ハード・ソフト整備・移設費

備蓄費
その他経費

注　変更計画に係る資料を添付すること。

交付条件等変更承認申請書

　　　年　　月　　日　

　　　　　年　　月　　日付け指令　　　－　　　　で交付決定を受けた補助事業

差引増減

差引増減

区分
変更後
予算額

変更前
予算額

摘要

区分
変更後
予算額

変更前
予算額

摘要



様式第４号

（宛先）秋田県知事

住所

商号又は名称
代表者職氏名

を中止（廃止）したいので、承認されるよう申請します。

１　補助金の名称 中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業

２　補助金交付決定額 円

３　中止（廃止）する部分及び理由

補助事業中止（廃止）承認申請書

　　　　年　　月　　日　

　　　　年　　月　　日付け指令　　　－　　　　で交付決定を受けた補助事業



様式第５号

（宛先）地域産業振興課長
　　　（商業貿易課長）

住所

商号又は名称
代表者職氏名

ついて、次のとおり変更したいので承認されるよう申請します。

１　補助金の名称 中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業

２　変更の理由及び内容

注　変更計画に係る資料を添付すること。

補助事業変更承認申請書

　　　年　　月　　日　

　　　　年　　月　　日付け指令　　－　　　　で交付決定を受けた補助事業に



（様式第６号）

補助事業者　様

秋田県知事　

す。

１ 交付決定額 円

内訳 （単位：円）

２ 補助事業の目的

県内中小企業が実施する事業継続計画等に基づく取組を支援することにより、

災害時における中小企業の事業活動の継続と県内経済への影響の低減を図ること

を目的とする。

３ 交付条件

中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業実施要綱を遵守すること。

補助金交付決定通知書

指令地産（商貿）－　　　　

年 月 日

年 月 日付けで申請のあった補助金の交付については、次のとおり

交付することに決定しましたので、秋田県財務規則第２５０条の規定により通知しま

補助対象事業 総事業費
補助金
決定額

自己負担

中小企業ＢＣＰ実効性確保
支援事業



（様式第７号）

補助事業者　様

秋田県知事　

（第２５２条、第２５６条）の規定により通知します。

１ 変更（取消し）する補助金の名称

中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業費補助金

２ 変更（取消し）の内容

３ 変更（取消し）による新たな条件

補助金決定額 （単位：円）

注　額の確定による変更にあっては、根拠条項を第２５６条とする。

補助金交付決定変更（取消）書

指令地産（商貿）－　　　　

年 月 日

年 月 日 付 け 指 令 － を も っ て 通 知 し た 補 助 金 の

交付決定を次のとおり変更（取消し）することに決定したので、秋田県財務規則

項目 総事業費
補助金
決定額

変
更
前

中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業

変
更
後

中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業



（様式第８号）

補助事業者　様

秋田県知事　

実効性確保支援事業実施要綱第８条第３項の規定により通知します。

１ 中止（廃止）する補助金の名称

中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業費補助金

２ 中止（廃止）する部分

３ 中止による新たな条件

補助事業中止（廃止）承認書

指令地産（商貿）－　　　　

年 月 日

年 月 日付け指令 － をもって通知した補助金について、

次のとおり補助事業の中止（廃止）を承認することに決定したので、中小企業ＢＣＰ



（様式第９号）

補助事業者　様

地域産業振興課長（商業貿易課長）

施要綱第８条第４項の規定により通知します。

１ 変更する補助金の名称

中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業費補助金

２ 変更の内容

３ 変更による新たな条件

補助事業変更承認書

地産（商貿）－　　　　

年 月 日

年 月 日付け指令 － をもって通知した補助金について、

次のとおり変更することに決定しましたので、中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業実



様式第１０号

　　　年　　月　　日　

（宛先）秋田県知事

住所

商号または名称
氏名

　補助事業が終了したので、その実績を次のとおり報告します。

１　補助金の名称 中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業費補助金

２　補助金交付決定額 円

３　補助金実績額 円

４　差引増減額 円

５　交付決定年月日
 

６　交付決定通知書指令番号 　指令　　－

７　補助事業終了年月日

補助事業実績報告書

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日



（様式第１０号の続き）
８　事業実績詳細
（１）事業期間

（２）事業目的

（３）取組内容

９　実績報告担当者連絡先

１０　収支
（１）収入の部 （単位：円）

増 減

（２）支出の部 （単位：円）

増 減

※注　交付決定の日。

※注　終期は購入手続き（支払い・振込み含む）がすべて完了して
いる時点を指します。最長でも３月３１日まで。

　ＢＣＰ又は事業継続力強化計画に記載している次の取組について実効性を確
保する。

ＢＣＰ等の
該当箇所

補助金の使途

※注　実施状況の写真等を添付すること。

取組の成果

所属

職氏名

ＴＥＬ

Ｅ-ｍａｉｌ

書類郵送先〒

書類郵送先住所

差引増減

自己資金
補助金
その他

差引増減

ハード・ソフト整備・移設費

備蓄費
その他経費

始期

終期

実施場所

区分
本年度
決算額

本年度
予算額

摘要

区分
本年度
決算額

本年度
予算額

摘要



様式第１１号

（宛先）秋田県知事

住所

商号又は名称
代表者職氏名

　補助事業により取得（効用の増加）した財産を、次のとおり、目的外に処分する
ことについて、承認されるよう申請します。

１　補助金の名称 中小企業ＢＣＰ実効性確保支援事業

２　補助事業実施年度

３　財産の制限期間

４　目的外処分の内容及び理由
（１）処分対象財産

（２）処分理由

注　４の目的外処分の内容及び理由については、補助金等交付の目的に反して使用・譲渡・交換・貸付の場合に分けて

　記載すること。

取得財産目的外処分承認申請書

　　　年　　月　　日　

　　　年度

　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日


